
総 行 公 第 ２ ３ 号

平成２５年３月８日

日 本 経 済 団 体 連 合 会

経 済 同 友 会 御中

日 本 商 工 会 議 所

総務省自治行政局公務員部公務員課長

企業の従業員を当該企業に在籍したまま被災地方公共団体が受け入れ

られる仕組みの整備について

東日本大震災による被災地方公共団体への支援につきまして、発災以降、格別の御高

配を賜り改めて深く感謝申し上げます。

総務省では、これまでも全国の市区町村への職員派遣の要請、被災地方公共団体にお

ける任期付職員の採用の支援など、被災地方公共団体のマンパワー確保を積極的に支援

して参りましたが、被災地における復旧・復興事業を一層円滑に推進するためには、広

範な職種にわたって職員のより一層の確保が必要です。

このようなことから、総務省では、企業の人材の活用について検討し、今般、企業の

従業員を当該企業に在籍したまま被災地方公共団体が受け入れられる仕組みを整備しま

した。

つきましては、被災地方公共団体の窮状を御賢察いただき、別添資料について貴団体

の会員団体への周知をお願いいたします。

[連絡先]

総務省自治行政局公務員部公務員課 小野寺、上村

電 話 ０３―５２５３―５５４２

ＦＡＸ ０３―５２５３―５５５２

e-mail h.onodera＠soumu.go.jp

y.kamimura＠soumu.go.jp



企業の皆様へ（お知らせ・お願い） 
 

 
 

東日本大震災の被災地方公共団体への人的支援をお願いします 
 

現在、東日本大震災の被災地方公共団体においては、本格的な復興

に向けた事業の推進に必要な職員を確保するため、全国の地方公共団

体からの中長期的な職員の受入れのほか、即戦力となる任期付職員の

採用等を行っていますが、被災地における復旧・復興事業を一層円滑

に推進するためには、広範な職種（被災地方公共団体で求められてい

る職種のイメージは別添のとおり）にわたって職員のより一層の確保

が必要です。 

今般、総務省では、企業の従業員の方を当該企業に在籍したまま被

災地方公共団体が受け入れられる仕組み（企業間の出向に類似する仕

組み）を整備しました。 
 

（今回の仕組みの概要） 

 

 

 

 
 

 企業の皆様におかれましては、被災地方公共団体の窮状を御賢察い

ただき、今回の仕組みの活用による被災地方公共団体への従業員の方

の派遣について一層の御支援を賜りますようお願いいたします。 

 なお、被災地方公共団体への人的支援の御相談等については総務省

自治行政局公務員部公務員課へお問い合わせください。 

また、被災三県の市町村担当課へ直接お問い合わせいただくことも

できます。 

 

○連絡先 

・総務省自治行政局公務員部公務員課 ０３―５２５３―５５４２ 

（担当：小野寺、上村） 

・岩 手 県 政 策 地 域 部 市 町 村 課 ０１９－６２９－５２３０ 

・宮 城 県 総 務 部 市 町 村 課 ０２２－２１１－２３３４ 

・福 島 県 総 務 部 市 町 村 行 政 課 ０２４－５２１－７０５７ 

○派遣される従業員の方は、企業と被災地方公共団体との協定等により、企業に在

籍したまま地方公務員として採用されます。なお、採用に当たっては、守秘義務

等の一定の義務が課せられます。 

○従業員の方を派遣していただく際には、被災地方公共団体との間で従業員の勤務

条件等について事前に協議・調整していただくこととなります。 



1 広報関係業務

・ 震災記録の保存・編集

・ 広報誌・情報誌、ホームページ編集

・ 放射能情報の広報　等

2 産業振興・企業誘致関係業務

・ 企業誘致の企画・立案・交渉

・ 市街地活性化施策の企画・立案

・ 新たな産業の創出施策の企画・立案　等

3 観光関係業務

・ 観光振興施策の企画・立案

・ 観光・物産の宣伝

・ 物産展の企画・立案　等

4 保健・健康関係業務

・ 住民の健康相談、栄養・保健指導

・ 高齢者福祉事業の企画・立案

・ 介護予防事業の企画・立案、実施　等

5 土木・建築関係業務

・ 道路、漁港、下水道等の復興事業の設計、工事監督

・ 高台移転事業、区画整理事業の計画策定、設計、工事監督

・ 農地、農林道復興事業の設計、工事監督

・ 災害公営住宅の設計、工事監督　等

6 用地関係業務

・ 高台移転事業、区画整理事業等の用地計画策定、交渉

・ 用地取得予定地の価格評価、登記　等

7 電気・機械関係業務

・ 電気・機械設備の維持管理

・ 電気・機械に係る公営住宅の建築確認　等

8 その他

・ 埋蔵文化財の調査

・ 放射線モニタリング調査　等

※ 具体的な職種・職務内容は各被災地方公共団体にお問い合わせい

ただくこととなります。

被災地方公共団体で求められている職種のイメージ



総 行 公 第 ２ ３ 号

平成２５年３月８日

日本補償コンサルタント協会 御中

総務省自治行政局公務員部公務員課長

企業の従業員を当該企業に在籍したまま被災地方公共団体が受け入れ

られる仕組みの整備について

東日本大震災による被災地方公共団体への支援につきまして、発災以降、格別の御高

配を賜り改めて深く感謝申し上げます。

総務省では、これまでも全国の市区町村への職員派遣の要請、被災地方公共団体にお

ける任期付職員の採用の支援など、被災地方公共団体のマンパワー確保を積極的に支援

して参りましたが、被災地における復旧・復興事業を一層円滑に推進するためには、広

範な職種にわたって職員のより一層の確保が必要です。

このようなことから、総務省では、企業の人材の活用について検討し、今般、企業の

従業員を当該企業に在籍したまま被災地方公共団体が受け入れられる仕組みを整備しま

した。

つきましては、被災地方公共団体の窮状を御賢察いただき、別添資料について貴団体

の会員団体への周知をお願いいたします。

[連絡先]

総務省自治行政局公務員部公務員課 小野寺、上村

電 話 ０３―５２５３―５５４２

ＦＡＸ ０３―５２５３―５５５２

e-mail h.onodera＠soumu.go.jp

y.kamimura＠soumu.go.jp



総 行 公 第 ２ ３ 号

平成２５年３月１１日

建設コンサルタンツ協会 御中

総務省自治行政局公務員部公務員課長

企業の従業員を当該企業に在籍したまま被災地方公共団体が受け入れ

られる仕組みの整備について

東日本大震災による被災地方公共団体への支援につきまして、発災以降、格別の御高

配を賜り改めて深く感謝申し上げます。

総務省では、これまでも全国の市区町村への職員派遣の要請、被災地方公共団体にお

ける任期付職員の採用の支援など、被災地方公共団体のマンパワー確保を積極的に支援

して参りましたが、被災地における復旧・復興事業を一層円滑に推進するためには、広

範な職種にわたって職員のより一層の確保が必要です。

このようなことから、総務省では、企業の人材の活用について検討し、今般、企業の

従業員を当該企業に在籍したまま被災地方公共団体が受け入れられる仕組みを整備しま

した。

つきましては、被災地方公共団体の窮状を御賢察いただき、別添資料について貴団体

の会員団体への周知をお願いいたします。

[連絡先]

総務省自治行政局公務員部公務員課 小野寺、上村

電 話 ０３―５２５３―５５４２

ＦＡＸ ０３―５２５３―５５５２

e-mail h.onodera＠soumu.go.jp

y.kamimura＠soumu.go.jp


